
韓国における財政格差の是正に向けた政策

② 財政需要を加味した
地方消費税の配分

○ 地方消費税の配分は、日本
と同様に消費額を基礎とす
るものの、首都圏以外は２倍
又 は３倍し、地域別の財政
需要を反映するよう設計

○ その結果、配分割合は
首都圏は５割→３割、地方部
（道）は３割→５割に。

① ソウル首都圏が地域相生
発展基金へ資金を拠出

○ 首都圏の規制緩和に伴う
開発利益を首都以外に充て
ることで地域相生発展を図
る目的で新設

○ ソウル・仁川・京畿が出捐
(ソウルが45％（約3兆ウォ
ン）を出捐)

③ 総合不動産税（国税）
及び不動産交付税の創設

○ 財産税（※日本の固定資産
税に相当）に加えて、不動産
投機の抑制等を図るため、
一定の基準を超過する不動
産に対して、総合不動産税
（国税）を導入（一種の富裕税
との説明）

○ 総合不動産税全額を不動
産交付税として地方団体に
交付

●首都への集中度 ソウル特別市：人口18.3％、地方税収２３．４％
東 京 都：人口11.1％、地方税収17.6％

※ なお、韓国においては、中央行政機関の長及び地方自治体の長が、社会保障制度を新設又は変更する場合、

保健福祉部長官と協議しなければならないこととされている（社会保障基本法第2６条第2項）。

未定稿

（出所）第25回日韓内政関係者セミナー資料を基に抜粋して作成

参考（合計特殊出生率）
ソウル：0.58（韓国：0.75）
東京都：0.96（日本：1.15）

資料１





参 考 資 料
（我が国における税制上の主な偏在是正措置）



入場譲与税の概要

3

１ 趣旨・目的 不交付団体に収入の多い入場税について、その収入の偏在の調整、貧弱県の財源の強化

２ 時期 昭和２９年度～昭和３６年度

３ 譲与総額 入場税収入額の全額（昭和２９・３０年度は９／１０）

４ 譲与団体 都道府県

５ 譲与基準
人口

（注） 地方交付税の財源超過団体は、入場譲与税の譲与額の一定割合（前年度の普通交付税の収入超過額の10
分の２（昭和32年度は100分の26、昭和33～36年度は100分の24））を制限する制度あり。

６ 使途 条件・制限無し

７ 譲与時期 ７・１０・１・３月

８ 譲与額 １９５億円（昭和３６年度実績）

（参考） 入場税の概要

１ 課税範囲 映画館、競馬場等への入場

２ 納税義務者 興行場等の経営者又は主催者

３ 課税標準 入場料金

４ 税率 入場場所及び入場料金により異なる
（例：第一種の場所（映画館等）への入場であって、入場料金が一人一回について70円以下であるとき 入場料金の10/100）

５ 税収 １９０億円（昭和３６年度決算額）



○ 大規模償却資産とは、一の納税義務者が所有する償却資産で、一の市町村に所在するものの

価額の合計額が一定の課税定額を超えるものをいう。

○ 一部の市町村における過度な税源の偏在をできるだけ是正するため、特に大規模の償却資

産について、その価額のうち市町村において課税し得る限度額を定め、当該限度額を超える部

分は都道府県において課税するとされている。

○ 課税定額増額分を超え県課税分があるのは５団体（青森県六ヶ所村、福島県大熊町、福井県高浜町、愛知県

飛島村、佐賀県玄海町）（令和６年度課税分）

※ 指定都市及び東京都特別区については適用されない。

【 大規模償却資産の課税イメージ 】

大規模償却資産の
課税標準額の合計額

A

課税定額
B

課税定額増額分
C

A－(B＋C)
都道府県が
課税

固定資産税における大規模償却資産制度の概要

※1

※2 ※１ 「課税定額」は、５億円（人口5,000人未満の

町村）から４０億円（人口20万人以上の市）の

間で、市町村の人口規模に応じて逓増する。

※２ 「課税定額増額分」とは、当該市町村の基準

財政需要額等に応じて、課税定額が増額される

仕組みである。

市町村が
課税
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【 人口５千人未満の町村の場合（在来分） 】

大規模償却資産の
課税標準額の合計額

A

100億円

100億円－(５億円＋C)

５億円

課税定額
B

課税定額増額分
C

課税定額に係る税収入見込額

増額分

×1.4%×75/100

前年度基収に算入された
大規模資産に係る税収入見込額

①
財
源
保
障
率
を
乗
じ
た

前
年
度
基
準
財
政
需
要
額

（前
年
度
基
需×

）

②
基
準
財
政
収
入
見
込
額

課税標準額への割戻し ①財源保障率を乗じた前年度基準財政需要額－②基準財政収入見込額

前年度基準財政収入額

町
村
課
税
分

県課税分

160

/
100

（参考）大規模償却資産における都道府県課税の例

（注1）

区 分 金 額

５千人未満（町村のみ） ５億円

５千人以上１万人未満 ５億4,400万円～７億2,000万円

１万人以上３万人未満 ７億6,800万円～12億円

３万人以上20万人未満 12億８千万円～39億2,000万円(※)

人口20万人以上 40億円(※)

※ 資産の価額の4/10の額と比較し大きい方の額

(注１) 人口区分に応じた課税定額 (注２) 財源保障率は、新設の大規模償却資産がある場合、
新たに課税される年度から６年度分に限り、在来と
区分して課税限度額が上乗せして計算される。

１，２年度 → 220/100
３，４年度 → 200/100
５，６年度 → 180/100
７年度以降 → 160/100

（注２）

前年度基準財政需要額
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市町村たばこ税都道府県交付金制度の概要

① 制度の概要

市町村たばこ税の税収偏在均衡化を図る観点から、市町村たばこ税収が、たばこ消費基礎人口１人当たり 税収の
全国平均から算出した当該市町村のたばこ税収の理論値の２倍（課税定額）を超えた市町村は、その超える部分を、
翌年度の７月末日までに都道府県に交付するもの。

〔平成16年度創設、平成22年度一部改正により交付基準を３倍から２倍に引下げ〕

② 交付金額の算定方法

交付金額 ＝ 当該市町村における当該年度の税収 － 課税定額（当該市町村の税収の理論値×２）

R5年度税収における対象団体（９団体）：沖縄県宜野湾市、北海道羅臼町、茨城県行方市、沖縄県那覇市、北海道中標津町、
青森県大間町、北海道長万部町、北海道岩内町、鹿児島県天城町

前々年度の全国の市町村たばこ税の合計額

× 当該市町村のたばこ消費基礎人口＝
当該市町村の
税収の理論値

２倍

課税定額

当該市町村の税収の
論理値×２

当該市町村における
当該年度の税収

交付金額
（Ｒ6年度交付）

令和６年の7/31までに
都道府県に交付

20歳以上の人口（常住人口＋昼間流入人口）

公表された最近の国勢調査による

・20歳以上の人口

・他市町村から通勤・通学する20歳以上の人口

の合計

（Ｒ3年度税収）

（Ｒ5年度税収）

※ 前々年度と当該年度の税率が異なる場合は、上記の算式に 「調整率」を乗じて調整

超過分

〔交付基準となる倍率〕

×

全国のたばこ消費基礎人口

〔たばこ消費基礎人口１人当たり税収の全国平均〕

【令和５年度税収に基づく交付のイメージ】
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これまでの地方法人課税における制度改正

（注）法人税割の税率は、都道府県分＋市町村分の合計

税率：
17.3％

税率：4.4％

法
人
住
民
税
法
人
税
割

（26年度改正）
消費税８％段階

法
人
住
民
税
法
人
税
割

（
国
税
）

地
方
法
人
税 地

方
交
付
税

法
人
住
民
税

法
人
税
割

（28年度改正）
消費税10％段階

（
国
税
）

地
方
法
人
税

税率引上げ
10.3％

（＋5.9％）

税率引下げ
▲4.4％

税率引下げ
▲5.9％

税率：12.9％
税率：7％

R1.10.1～H26.10.1～

法
人
事
業
税

約2.6兆円

約3.2兆円

制度創設時

法
人
事
業
税

（
国
税
）

地
方
法
人
特
別
税

（改正前） （平成20年度改正）

復
元
後
の
法
人
事
業
税

H20.10.1～

法
人
事
業
税

（
国
税
）

地
方
法
人
特
別
税

2/3に縮小 廃止

譲与税として、
全額を都道府県に譲与

【譲与基準】
人口・従業者数

（地方消費税１％相当）

※税制抜本改革まで
の間の暫定的な措置
として創設 法

人
事
業
税

（26年度改正）

H26.10.1～

（28年度改正） （令和元年度改正）

R1.10.1～

（
国
税
）

特
別
法
人
事
業
税

約３割を分離

約1.8兆円
（H30地方財政計画ベース）

特
別
法
人

事
業
譲
与
税

譲与税として、
全額を都道府県に譲与

【譲与基準】
人口
（不交付団体に対する
譲与制限あり）

R1.10.1～

県：3.2％
市：9.7％ 県：1％

市：6％

県： 5％
市：12.3％
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都区の税財源と都区財政調整制度の関係

8

都税等 ６．０兆円（H23 : 3.9兆円） 特別区税等 １．６兆円

（H23：1.1兆円）
調整税等

（固定資産税、市町村民税法人分、
特別土地保有税（※）等）

※平成15年度から新規課税停止

２.１兆円
（H23：1.6兆円）

道府県税等

 
３.５兆円

（H23：2.0兆円）

都市計画税、
事業所税等

０．４兆円
（H23：0.3兆円）

都区財政調整

都44.9％
0.9兆円

（H23：0.7兆円）

特別区55.1％
1.2兆円

（H23：0.9兆円）

都が行う事務の財源

道府県の事務
都が特例として行う事務（消防・上下水道など）

特別区が行う事務の財源

都が特例として行う事務
以外の市町村事務一般

※令和５年度決算額

（出所）決算統計・特別区長会事務局資料を
参考に作成

※地方消費税交付金等の税交付金は「都税等」から控除し、「特別区税等」に含めている。

※ ※

※平成23年度：都45％、特別区55％
令和７年度：都44％、特別区56％

第９回検討会資料



特別区財政調整交付金の仕組み

東 京 都

○調整税等と交付金の総額
都が賦課徴収している調整

税と法人事業税交付対象額及
び固定資産税減収補填特別交
付金との合算額の一定割合
(55.1%)が、交付金の総額と
して特別区財政調整交付金の
原資となる。

○1兆2,160億円には令和４年度分の精算額97億円を含む。

55.1％

固
定
資
産
税

市
町
村
民
税

（法
人
分
）

1兆4,770億円

6,223億円

2兆1,894億円

0.1億円 法
人
事
業
税

交
付
対
象
額

一般会計

95％

5％

繰入れ

特 別 区

特別交付金
(5%分)

608億円

特別区財政調整会計

普通交付金
(95%分)

・議会総務費
・民生費
・衛生費
・清掃費
・経済労働費
・土木費
・教育費
・その他諸費

算定方法
測定単位×補正係数
×単位費用

基準財政需要額

2兆5,374億円

普通交付金は、各区の基準財政需要額と
基準財政収入額により算定

基準財政需要額－基準財政収入額＝普通交付金
ただし、基準財政収入額が基準財政需要額を

超える区は不交付となる

算定方法
特別区民税
たばこ税
地方消費税交付金

ほか
地方譲与税等

基準財政収入額

1兆3,822億円

普通交付金
1兆1,552億円

85％

100％

特別交付金 特別な財政需要

特別交付金は、災害等、基準財政需要額では算
定されない特別の財政需要がある場合に交付

交付金総額
1兆2,160億円

※東京都作成資料（令和６年度都区財政調整制度の基本的仕組み）より

1兆2,160億円

1兆1,552億円

1兆1,552億円

608億円

○地方消費税交付金のうち、地方消費税率引上げに伴う増収分について、
基準財政収入額に100%算入される。

特
別
土
地

保
有
税

900億円

608億円

固定資産
税減収補
填特別交
付金

1億円
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